
平成 22 年 2月 22 日 

各  位 

 

会 社 名 三井海洋開発株式会社  

代 表 者 名 代表取締役会長  山 田 健 司

（ コ ー ド 番 号 ６ ２ ６ ９  東 証 第 １ 部 ） 

問 合 せ 先 経営企画室長  高 野 育 浩

電 話 番 号 ０３－６２０３－０２００（代表）

 

 

支配株主等に関する事項について 
 
１．親会社、支配株主（親会社を除く。）又はその他の関係会社の商号等 

（平成 21年 12 月 31 日現在） 

議決権所有割合（％） 名称 属性 

直接所有分 合算対象分 計 

発行する株券が上場されて 

いる金融商品取引所等 

三井造船 

株式会社 

親会社 50.1 ― 50.1 株式会社東京証券取引所 市場第一部 

株式会社大阪証券取引所 市場第一部 

株式会社名古屋証券取引所 市場第一部 

福岡証券取引所 

札幌証券取引所 

 
２．親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等 との

関係 
 

三井造船株式会社を中心とする企業グループは船舶、鉄構建設、機械及びプラント等にわ

たる総合エンジニアリングを主たる事業とし、平成 21 年 9 月 30 日現在、当社を含む子会社

87 社及び関連会社 35 社等から構成されております。当社グループは、このうち船舶事業の

分野で事業を展開しておりますが、FPSO をはじめとする浮体式海洋石油・ガス生産設備に

関する事業を主として行っているのは当社グループのみであります。 

また、平成 22 年 3 月 30 日株主総会承認後の当社の役員 10 名（取締役 6名、監査役 4名）

のうち取締役 2名及び監査役 2名は三井造船株式会社の役職員が兼務しておりますが、取締

役の半数に至るような状況にはないこと、三井造船グループ外からも社外取締役を招聘して

いることなどから、当社の意思決定が親会社の方針によって影響を受けることはありません。 

 
 



（役員の兼務状況） 
（平成 22 年 3 月 30 日株主総会承認後） 

役職 氏名 
親会社又はその企業 
グループでの役職 

就任理由 

社外取締役 永田憲夫 親会社三井造船（株） 
常務取締役 
船舶・艦艇事業本部長 

当社グループの経営に対して専

門的知見に基づく総合的な助言

を得るため 
社外取締役 宮崎俊郎 親会社三井造船（株） 

取締役 
当社グループの経営に対して専

門的知見に基づく総合的な助言

を得るため 
非常勤監査役 
（社外監査役） 

中村 潔 親会社三井造船（株） 
玉野事業所 経理部長 

監査体制強化のため 

非常勤監査役 
（社外監査役） 

西畑 彰 親会社三井造船（株） 
船舶・艦艇事業本部  
企画管理部 部長 

監査体制強化のため 

 
（出向者の受入れ状況） 

部署名 人数 
出向元の親会社等又は

そのグループ企業名 
出向者受入れ理由 

管理本部 1 名 親会社三井造船（株） 
事業の拡大に伴い、当面の業務

体制を強化する必要があるため

（注）平成 21 年 12 月 31 日現在の当社の従業員数は 115 名である。 

 
３．支配株主等との取引に関する事項 

当社グループと三井造船株式会社との間において重要な取引はありません。 
 

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策の履行状況 
当社は、公正な取引の実施を「コンプライアンスに関する企業行動基準」に定め、親会社

である三井造船株式会社との取引に際しても、この基準に則って一般の取引先と同様に価格

や契約条件を合理的に決定しております。 
その履行状況については、外部の弁護士をメンバーに含むコンプライアンス委員会におい

て確認しております。 
 

以 上 


